
IEEJ:2025年 4月号掲載 禁無断転載 

1 
 

2025年 4 月 16 日 

カーボンプライシング ― 歳入の戦略的活用に関する一考察 ― 
一般財団法人日本エネルギー経済研究所 

環境ユニット 気候変動グループ 研究主幹 

小川 順子 i 

1.はじめに 

日本は 2050年カーボンニュートラル実現を目指し、成長志向型カーボンプライシングの導入を進め
ている。カーボンプライシングによる財源を脱炭素技術開発に活用することは、温室効果ガス排出削
減やクリーンエネルギー技術の普及促進に一定の効果をもたらすだろう。しかしながら、気候変動問
題は極めて長期的かつ不確実性の高い課題であり、特に近年、世界の気候政策の方向性が流動的にな
っていることを踏まえると、日本が持続的に脱炭素社会を実現するためには、経済・社会基盤の強化
という「遠回りに見えて実は近道」となる戦略が必要になると考えている。 
本シリーズの筆者の過去論考「カーボンプライシング－価格弾性値が示す限界、それを踏まえた政

策検討－」（2024年 9月）では、エネルギーの価格弾性値の低さにより、カーボンプライシングの直
接的な価格効果は限定的であると指摘した。したがって、カーボンプライシングの費用対効果を最大
にするためには、その財源使途に着目する必要がある。そこで、本稿では、経済成長と脱炭素に資す
る資源配分について考えてみたい。 

2.国際的な気候変動対策における変化 
2023年度から日本は、成長志向型カーボンプライシング制度の一環として、今後 10 年間で 20兆円

を脱炭素対策に投じることを目的に GX 経済移行債の発行を開始した。しかしながら、小川（2024）ii

が指摘するように、世界の気候政策の先行きはきわめて不透明な状況にある。ロシアによるウクライ
ナ侵攻（2022 年春）を発端とするエネルギー危機は長期化し、さらに欧州議会選挙（2024年 6月）
では極右政党が大きく議席を伸ばした。その前後では、欧州域内でもイタリア、オランダ、フラン
ス、オーストリアなどでは極右政権が誕生している。さらに、2025年 1月、米国ではトランプ大統領
が就任初日にパリ協定からの再離脱の大統領令に署名した。これらの動向は、国際的な気候変動対策
の機運が弱まっていることを意味し、脱炭素技術への過度な集中投資が経済的リターンを十分に保証
しないリスクを高めている。このような不確実性が増す状況下においては、仮に世界的な気候変動対
策の強度が緩やかになったとしても、日本が損失を被らないようなノーリグレット（後悔しない）対
策を戦略的に講じることが肝要である。 

 

https://eneken.ieej.or.jp/data/12011.pdf
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3.日本が直面する構造的課題 

 日本は、エネルギー安全保障や気候変動問題に加え、深刻な少子高齢化、地域間格差、財政赤字の
累積、社会保障負担の増大といった多様な課題に直面している。様々な社会経済的な課題があるが、
特に少子化の進行は深刻であり、厚生労働省の速報値（2025）iiiによれば、2024 年の出生数は 72万人
と、前年から 5％減少、これは統計開始以来の 125 年間において最小値を記録したことになる。さら
に、国立社会保障・人口問題研究所（2023年）ivによると、出生数は 2038 年には 70 万人を下回り
（第二次ベビーブームの 1973 年は 209万人）、2048 年には日本人総人口は 1億人を下回る予測とな
っている。このような人口減少は、労働力供給の縮小と生産性の低下を通じて、中長期的な経済停滞
リスクを高める。とりわけ、脱炭素社会を支えるためには、新たな技術開発と産業育成が不可欠であ
り、それを担う高度な知識と技能を備えた人的資源の確保と育成がこれまで以上に重要となる。 

4.人的資源投資の重要性 

経済成長を持続させるためには、まず、人的資源の量を維持することが不可欠である。経済学にお
ける新古典派成長理論（ソロー＝スワン成長モデル）vによれば、経済成長率は労働投入量、資本投入
量、技術革新によって規定され、人口増加が労働力の増加を通じて生産量の拡大に寄与することか
ら、経済成長の一要素とされている。特に労働投入量の減少は、他の要素による補完がない限り、成
長率の低下に直結する。内生的成長理論（ローマー）viでは、人口増加が市場規模の拡大や知識の集積
を促進し、技術革新や生産性向上を通じて経済成長に寄与するとしている。このように、人的資源の
「量」の確保は、経済の持続的成長にとって基本的な前提となる。 
さらに、人的資本の「質」も極めて重要である。人的資本理論（ベッカー）viiは、教育や訓練を通じ

て個人の知識や技能を高めることが、労働者の生産性向上に直結し、経済全体の成長を促進するとし
ている。日本の事例研究においても、深尾ら（2020）viiiは、教育を通じた人的資本の蓄積が長期的な
経済成長に寄与すると報告している。前田（2019）ixは、教育や訓練を通じた労働者のスキルを向上
が、産業別およびマクロ経済の全要素生産性（TFP）の上昇に寄与すると指摘している。このよう
に、こうした理論や先行研究は、人的資本の「量」と「質」の双方を高めていくことが、長期的には
脱炭素イノベーションを担う人材の育成と持続的な経済成長につながる可能性を示唆している。 
逆の事例として、資源が豊富な国々が、資源収入に依存するあまり、人的資源の育成や産業の多角

化に十分な注力を行わず、“資源の呪い（Resource Curse）”に陥った事例は少なくない x。例えば、ベ
ネズエラやナイジェリアでは石油依存が経済停滞を招き、持続的な経済成長に失敗している xi。 
これに対して日本は、エネルギーや鉱物資源に恵まれない中で、人的資源を最大限に育て活用する

ことで世界第 2位の経済規模を築き上げた歴史を持つ。日本における少子化対策や教育 xii、人的資本
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やリスキリングへの投資 xiiiは、主要先進国と比較しても低い水準にとどまっており、大胆な投資によ
って、人的資源を再強化する必要がある。 
脱炭素社会の実現には、エネルギー効率の向上、再生可能エネルギーの普及、低炭素産業の育成な

ど、多岐にわたる新技術・新産業の発展が不可欠である。これらを支えるのは、高度な知識と技能を
持つ人材であり、すなわち人的資源こそが、長期的には脱炭素技術イノベーションの最も大きな源泉
になると筆者は考えている。 

5.戦略的投資配分を考える 

内閣府の世論調査（2024 年）xivでは、国民の多くが高齢化・少子化対策を最重要課題の一つとして
認識している結果となった。また、国立社会保障・人口問題研究所による全国調査（2023 年）xvによ
れば、夫婦が理想の数の子どもを持たない理由のうち、教育費負担が大きすぎることが最大の理由で
あることが指摘されている xvi。 
このため、カーボンプライシングの歳入を、直接的な脱炭素技術開発への投資のみならず、少子化

対策、教育改革、リスキリング支援にも投資することは、国民の理解を得やすいと言えるだろう。将
来の生産年齢人口の拡大と生産性向上を促進できれば、国内市場の拡大、税収増加、財政基盤の強化
へとつながり、その成長果実を改めてエネルギー安全保障や脱炭素技術開発に再投資する好循環を生
み出すことが可能となるのではないか。地球温暖化への対応は、数百年単位の長期的な課題であるか
らこそ、“急がば回れ”的な長期的な視点の投資戦略が重要となる。 
すなわち、カーボンプライシング歳入は、 
『経済基盤強化 → 脱炭素技術革新促進 → 脱炭素社会実現→ ・・・』 
という循環に沿って戦略的に投資をするべきと筆者は考えている。 
 
カーボンプライシングは、単なる炭素の価格付けではなく、社会経済そのもののあり方を変容させ

る力がある。そして、その歳入をいかに戦略的に活用できるかが、脱炭素と持続可能な社会の実現の
行方に大きく影響する。そこで、本稿では、現行の脱炭素技術開発投資に加えて、経済基盤強化の一
環として少子化対策および人材育成への重点的資源配分を提案した。これは、脱炭素という長期的課
題に持続的かつ柔軟に取り組むためには、本稿で概観した経済成長の基盤となる人的資本の再強化が
不可欠であるとの考え方に基づく。経済基盤の強化は、気候変動対策の進展にかかわらず日本が取り
組むべき課題であり、その意味でノーリグレットな対策である。まずは足元の経済社会の土台を着実
に固めることが重要であり、それこそが、最も確実でリターンが大きい、持続的な脱炭素社会への道
筋になると筆者は考えている。 

お問い合わせ:report@tky.ieej.or.jp 
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